
 

 

社会福祉法人 兵庫県社会福祉協議会 

介護福祉士等修学資金貸付規程 

 

平成２１年４月１日施行 

 

（目 的） 

第１条 この規程は、将来県内において介護福祉士又は社会福祉士（以下「介

護福祉士等」という。）として介護等の業務又は福祉に関する相談援助業務（以

下「業務」という。）に従事しようとする者に対し、修学資金を貸し付けるこ

とにより、県内の介護福祉士等の養成及び確保に資することを目的とし、介

護福祉士等修学資金の貸付けに関する業務について必要な事項を定める。 

 

（定 義） 

第２条 この規程において「養成施設」とは、次に掲げるものをいう。 

（１）社会福祉士及び介護福祉士法（昭和 62 年法律第 30 号。以下「法」と

いう。）第７条第２号の規定に基づく社会福祉士短期養成施設等 

（２）法第７条第３号の規定に基づく社会福祉士一般養成施設等 

（３）法第 40条第２項第１号、第２号及び第３号の規定に基づく養成施設等 

２ この規程において「実務者養成施設」とは、次に掲げるものをいう。 

法第 40条第２項第５号の規定に基づく養成施設 

 

（修学資金の貸付） 

第３条 兵庫県社会福祉協議会会長（以下、会長という。）は、県内の養成施

設等（実務者養成施設を含む。以下同じ。）に在学する者並びに兵庫県民で県

外の養成施設等に在学する者であって、将来県内において業務に従事しよう

とする者に対して、予算の範囲内で、修学資金を貸し付ける。 

２ 前項の規定による修学資金は、他の地方公共団体等が行う同種の修学資金

と重複して貸付けを受けることができない。 

３ 第１項の規定による修学資金は、国及び地方公共団体等が実施する離職者

訓練による介護福祉士等の資格を取得することができる訓練の受講者は貸付

けを受けることができない。 

 

（貸付金額） 

第４条 修学資金の貸付金額は養成施設に在学する者にあっては月額 50,000円

以内、実務者養成施設に在学する者にあっては 200,000 円以内とする。ただ

し、養成施設に在学する学生については、貸付けの初回（第一学年に限る）



 

 

に入学準備金として 200,000 円以内を、最終回（最終学年に限る）に就職準

備金として 200,000 円以内をそれぞれ（貸付対象者が社会福祉士短期養成施

設に在学する者である場合にあっては初回又は最終回のいずれかに限る。）加

算することができるものとする。 

  また、貸付申請時に生活保護受給世帯（これに準ずる経済状態にある世帯

を含む。）の者であって、養成施設に入学し、在学する者については、養成施

設等に在学する期間の生活費の一部として、1月あたり、貸付対象者の貸付申

請時における年齢及び居住地に対応する区分の額を基本として別表に定める

額を加算（以下「生活費加算」という。）することができるものとする。なお、

年齢及び居住地が同一の者に係る加算額は、同一年度において同額とする。 

２ 前項の規定による就職準備金は、就業しながら養成施設等の通信課程を受

講する場合など、就職の準備が必要ないと認められる者には加算しない。 

３ 前 1項の規定による生活費加算と生活保護の支給を同時に受けることはで

きない。 

４ 前 1項に掲げる額のうち学費相当分（月額 50,000円以内）の貸し付けを受

けずに生活費加算分のみを貸し付けることはできない。 

 

（利 息） 

第５条 修学資金は無利息とする。 

 

（保証人） 

第６条 修学資金の貸付けを受けようとする者は、保証人を立てなければなら

ない。このうち、修学資金の貸付けを受けようとする者が未成年者である場

合には、保証人は法定代理人でなければならない。 

２ 前項の保証人は、修学資金の貸付けを受けた者と連帯して債務を負担する

ものとする。 

 

（貸付申請） 

第７条 修学資金の貸付けを受けようとする者は、申請書に次の各号に掲げる

書類を添えて、これを会長に提出しなければならない。 

（１）在学する養成施設等の長の推薦書 

 （２）その他、会長が修学資金の貸付けのため必要と認める書類 

 

（貸付決定） 

第８条 会長は、前条第１項の規定による申請に基づき、修学資金を貸し付け

し又は貸し付けないことを決定したときは、申請者に対し、その旨を書面で



 

 

通知する。 

 

（貸付方法） 

第９条 修学資金は分割の方法により交付する。 

 

（貸付決定の取消し及び貸付停止） 

第 10条 会長は修学資金の貸付けの決定を受けた者が次の各号のいずれかに該

当するときは、その該当するに至った日の属する月の翌月からその者に対す

る修学資金の貸付けの決定を取り消すものとする。 

（１）退学したとき。 

（２）心身の故障のため修学の見込みがなくなったと認められるとき。 

（３）学業成績が著しく不良になったと認められるとき。 

（４）修学資金の貸付けを受けることを辞退したとき。 

（５）死亡したとき。 

（６）修学資金の貸付けを受けた期間（次項の規定により修学資金の貸付け

が停止された期間等やむを得ない場合を除く。）が養成施設等の正規の

修業年限に達したとき。 

（７）他の地方公共団体等が行う同種の修学資金の貸付けを受けたとき。 

（８）国及び地方公共団体等が実施する離職者訓練による介護福祉士等の資

格を取得することができる訓練を受講することとなったとき 

（９）その他修学資金の貸付けの目的を達成する見込みがなくなったと認め

られるとき。 

２ 会長は、修学資金の貸付けを受けている者が休学し、または停学の処分を

受けたときは、休学し、又は停学の処分を受けた日の属する月の翌月分から

復学した日の属する月の分まで修学資金の貸付けを停止するものとする。こ

の場合において、これらの月の分として既に貸し付けされた修学資金がある

ときは、その修学資金は、その者が復学した日の属する月の翌月以後の月の

分として貸し付けされたものとみなす。 

 

（借用書の提出） 

第11条 修学資金の貸付けを受けようとする者は、第８条の貸付決定通知書の

交付を受けた時（前条第１項の規定により修学資金の貸付けの決定を取り消

された時）は、すみやかに、保証人等の連署した借用書を作成し、それぞれ

の印鑑証明書を添えて会長に提出するものとする。 

 

 



 

 

（返還債務の当然免除） 

第 12条  会長は、修学資金の貸付けを受けた者が次の各号のいずれかに該当す

るときは、修学資金の返還債務を免除する。 

（１）養成施設等を卒業した日（実務者養成施設にあっては、卒業した日又は

介護等の業務に従事する期間が３年に達した日のいずれか遅い日とする。以

下同じ。）から１年（他種の養成施設等における修学、災害、疾病、負傷等や

むを得ない理由がある場合は、その理由が継続する期間を除き、１年。）を経

過する日までに介護福祉士等として、県内（国立障害者リハビリテーション

センター、国立児童自立支援施設等及び東日本大震災における被災県（岩手

県、宮城県及び福島県に限る。以下同じ。）において業務に従事する場合は、

県内とみなす。以下同じ。）において業務につき、かつ、引き続き業務に従事

した期間（以下「業務従事期間」という。）が５年（他種の養成施設等におけ

る修学、災害、疾病、負傷等やむを得ない理由により業務に従事できなかっ

た期間を除き、５年。）であるとき。 

ただし、従事する事業所の法人における人事異動等により、修学資金の貸付

けを受けた者の意思によらず、県外において当該業務に従事した期間は、県内

における業務従事期間とみなす。 

 

（返還及びその方法） 

第 13条  修学資金の貸付けを受けた者は、次の各号のいずれかに該当する理由

が生じたとき（他種の養成施設等における修学、災害、疾病、負傷等やむを

得ない理由がある場合を除く。）は、原則、当該理由の生じた日の属する月の

翌月から起算して修学資金の貸付けを受けた期間に相当する期間の２倍の期

間内に、貸付けを受けた修学資金に相当する額を返還しなければならない。 

（１）第 10条第１項の規定により修学資金の貸付けが取り消されたとき。 

（２）養成施設等を卒業した日から１年を経過する日までに社会福祉士登録

簿又は介護福祉士登録簿に登録せず、介護福祉士等として、県内にお

いて業務に従事しなかったとき。 

（３）前条の規定により返還債務が免除となる以前に、介護福祉士等として

県内において業務に従事しなくなったとき。 

（４）前条の規定により返還債務が免除となる以前に、業務外の理由により

死亡し、又は心身の故障により業務に従事できなくなったとき。 

２ 返還は、月賦又は半年賦の均等払の方法によるものとする。ただし、会長

が必要と認めるときは、繰上返還又は一括返還をすることができる。 

 

 



 

 

（返還債務の履行猶予） 

第 14条  会長は、修学資金の貸付けを受けた者が次の各号のいずれかに該当す

るときは、前条の規定にかかわらず、当該各号に掲げる理由が継続する期間、

修学資金の返還債務の履行を猶予する。 

（１）第 10条第１項の規定により修学資金の貸付けが取り消された後も引き

続き養成施設等に在学しているとき。 

（２）養成施設等を卒業後さらに他種の養成施設等に在学しているとき。 

２ 会長は、修学資金の貸付けを受けた者が次の各号のいずれかに該当すると

きは、前条の規定にかかわらず、当該各号に掲げる理由が継続する期間、修

学資金の返還債務の履行を猶予することができる。 

（１）介護福祉士等として、県内において業務に従事しているとき。 

（２）災害、疾病、負傷、その他やむを得ない理由があるとき。 

３ 前２項の規定により修学資金の返還債務の履行の猶予を受けた者に係る前

条の規定の適用については、前２項に規定する理由が消滅した日の属する月

の翌月から起算するものとする。 

 

（返還債務の裁量免除） 

第 15 条 会長は、第 12 条の規定により修学資金の返還債務の免除を受ける場

合を除くほか、修学資金の貸付けを受けた者が次の各号のいずれかに該当す

るときは、修学資金の返還債務（履行期限が到来していない部分に限る。）の

全部又は一部を免除することができる。 

（１）修学資金の貸付けを受けた期間に相当する期間以上、介護福祉士等と

して、県内において業務に従事したとき。 

（２）死亡し、又は障害により修学資金を返還することができなくなったと

き。 

（３）長期間所在不明となっている場合等修学資金を返還させる場合が困難

であると認められる場合であって、履行期限到来後に返還を請求した

最初の日から５年以上経過したとき。 

２ 前項第１号の規定により免除することができる返還債務の額は、介護福祉

士等として、県内において従事した業務従事期間を修学資金の貸付けを受け

た期間（第 10条第２項の規定により修学資金が貸付けされなかった期間を除

き、かつ、２年に満たないときは２年とする。）の２分の５（中高年離職者等

については２分の３）に相当する期間で除して得た数値（１を越えるときは、

１とする。）を修学資金の返還の債務の額（履行期限が到来していない部分に

限る。）に乗じて得た額とする。 

 



 

 

（返還債務の履行の免除及び猶予の申請） 

第 16 条 第 12 条若しくは前条第１項の規定による修学資金の返還債務の免除

又は第 14条第１項若しくは同条第２項の規定による修学資金の返還債務の履

行の猶予を受けようとする者は、申請書（届）を会長に提出しなければなら

ない。 

 

（返還債務の履行の免除及び猶予の決定通知） 

第 17条 会長は、前条の規定による申請に基づき、修学資金の返還債務を免除

し若しくは免除しないことを決定したとき、又は修学資金の返還債務の履行

を猶予し若しくは猶予しないことを決定したときは、申請者に対し、その旨

を書面で通知する。 

 

（延滞利息） 

第 18条 会長は、修学資金の貸付けを受けた者が正当な理由がなく、修学資金

を返還しなければならない日までに返還しなかったときは、当該返還すべき

日の翌日から返還の日までの日数に応じ、返還すべき額につき、年 14.5パ－

セントの割合で計算した延滞利息を徴収する。（平成 26 年 1 月 1 日以降の期

間に対応する延滞利子については、当分の間の措置として、特例基準割合に

年 7.3パーセントを加算した割合（当該加算した割合が年 14.5パーセントの

割合を超える場合には、年 14.5パーセントの割合）を適用する。） 

２ 会長は、前項により計算した延滞利息が、払い込みの請求及び督促を行う

ための経費等これを徴収するのに要する費用に満たない少額な場合、当該延

滞利息を免除することができる。 

 （注）「特例基準割合」とは、各年の前々年の 10 月から前年の９月までの各

月における銀行の新規の短期貸出約定平均金利の合計を 12で除して得た

割合として各年の前年の 12 月 15 日までに財務大臣が告示する割合に、

年１パーセントの割合を加算した割合をいう。 

 

（届出事項） 

第 19条 修学資金の貸付けの決定を受けた者は、次の各号のいずれかに該当す

るときは、会長が別に定める様式により、すみやかに届け出なければならな

い。 

（１）退学したとき。 

（２）修学資金の貸付けを受けることを辞退したとき。 

（３）休学したとき。 

（４）停学の処分を受けたとき。 



 

 

（５）復学したとき。 

（６）進級したとき。 

（７）住所若しくは氏名を変更したとき。 

２ 修学資金の貸付けを受けた者は、修学資金を受けた期間在学した養成施設

等卒業から第 12条の規定による修学資金の返還債務の免除までの間（以下こ

の項において「この期間」という。）、毎年４月 10日までに就業状況報告書及

び業務従事証明書を会長に提出しなければならない。また、この期間におい

て次の各号のいずれかに該当するときは、会長が別に定める様式により、す

みやかに届け出なければならない。 

（１）卒業後１年以内に介護福祉士等として、県内において業務の従事を開

始したとき。 

（２）県内において業務に従事する施設等を変更したとき。 

（３）県内において業務に従事しなくなったとき。 

３ 前２項の場合において、修学資金を受けた者が病気、負傷等で自ら届け出

若しくは提出できないときは、保証人が代わって届け出若しくは提出するも

のとする。 

４ 修学資金の貸付けを受けた者は、第６条の保証人を変更したときは、すみ

やかに保証人変更届を会長に提出しなければならない。 

 

（保証人の通知事項） 

第 20条 保証人は、修学資金の貸付けを受けた者が死亡したときは、すみやか

にその旨を会長に通知しなければならない。 

 

（運営委員会） 

第 21条 会長は、介護福祉士等修学資金貸付事業の円滑な推進のため、介護福

祉士等修学資金運営委員会（以下「運営委員会」という。）を設置することが

できる。 

 

（補 則） 

第 22条 この規程の実施に関して必要な事項は、会長が別に定める。 

 

附 則 

  この規程は、平成２１年４月１日から施行する。 

  附 則 

  この規程は、平成２４年５月７日から施行し、平成２４年４月１日から適

用する。 



 

 

  附 則 

  この規程は、平成２５年４月１０日から施行し、平成２５年４月１日から

適用する。 

  附 則 

  この規程は、平成２５年６月１４日から施行し、平成２５年５月１５日か

ら適用する。 

  附 則 

  この規程は、平成２６年５月１４日から施行し、平成２６年４月１日から

適用する。 

 

別表１（第４条第１項関係） 

年齢 
級地区分 

1級地-1 1級地-2 2級地-1 2級地-2 3級地-1 3級地-2 

19歳以下 42,080 40,190 38,290 36,400 34,510 32,610 

20～40 40,270 38,460 36,650 34,830 33,020 31,210 

41～59 38,180 36,460 34,740 33,030 31,310 29,590 

60～69 36,100 34,480 32,850 31,230 29,600 27,980 

70歳以上 32,340 31,120 29,430 28,300 26,520 25,510 

※級地区分の適用地域については、「生活保護法による保護の基準（昭和 38

年厚生省告示第百五十八号）」に準ずる。 

 


